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*この論文は、平成1 6年度科学研究費補助金(基盤研究C)を得て実施された「地域経済

統合の進展と高等教育サービスの国際貿易に関する研究」による成果の一部をまとめたも

のである。

はじめに

1980年代に、 2 1世紀初頭の日本-の留学生の受入れ数を10万人にする計画が立案さ

れ、実施されてきた。定量的な目標を達成した後、留学生教育の質的な向上-と政策目標

が変化しつつある。こうした中で、日本の学生達の留学に対する意識は、どのように変化

しているのであろう。特に、日本が本格的な高齢社会になっていく中で、留学をして国際

教育を受ける誘因は、どのようになっているのであろうか。このような問題意識から、船

津・堀田(2004)は、広島大学と小樽商科大学の学生を対象とするアンケート調査を実施

し、学生の将来所得-の期待度といった経済変数が、留学の意思決定に影響することを明

らかにしてきた。

この論文の目的は、新たに回答数を大幅に増加して実施したアンケート調査を分析した

結果を報告するとともに、日本の留学生政策の今後について展望することにある。

近年、経済成長や経済発展に果たす人的資本の役割が、経済学の研究の中でも、強く認

識されてきた。教育を通じて、個人に蓄積された知識や技術が、生涯所得に大きな格差を

もたらすことが、いくつかの実証研究で明らかにされてきた。その代表的なものとしては、

Cohn and Addison (1998)によるOECD各国における教育投資の収益率を計算した論文

をあげることができる。この論文の中で、高等教育を受けることの投資収益率は、 1990

年前後の北欧諸国で、 3%から7%程度、日本では、 1987年において、 7.9%であったこ

とが述べられている。このような高い投資効果が示されている以上、世界各国において、

より多くの人たちが教育を受ける経済的なインセンティブを持つことは明らかであろう。

また、経済活動が国際化していることにより、国際教育の機会を活用することによって、

さらに、自ら-の教育投資効果を高めようとする誘因も存在している。

日本においても、 1980年代後半から積極的に海外からの留学生の受入れを図るととも

に、英語で授業を実施する国際教育プログラムを実施するなどの留学生政策を実施してき
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た。欧州連合において実施されている交換留学プログラムに触発される形で、アジア太平

洋地域における大学間交流も活発に行なわれるようになってきた。日本の学生が留学に対

してどのような意識を有しているのかをふまえた上で、今後の留学生政策を展望しておく

ことは大切なことであろう。

この論文では、まず、 2003年に、広島大学と小樽商科大学において実施したアンケー

ト調査を、さらに、昨年、高知大学、横浜国立大学、東京医科歯科大学の協力も得て、回

答数を増やして実施した結果を報告する。さらに、 UNESCO統計研究所から入手した

2000年における留学生の国際間移動データに関する実証研究を報告する。そして、日本

の留学政策を振り返るとともに、今後の方向性について議論する。

留学の意思決定モデル

船津・堀田(2004)において用いた留学に関する意思決定モデルは、以下のようなこ値

的反応モデルであった。

(1) P(SA　= 1|El, RV、OD) -G(β。+β,El+β RV+β;OD)

但し、 SAは学生が留学したかどうかの意思決定で、留学した場合には、 1、留学しない

場合には、 0の値をとる。 Pは、学生が留学する確率を表す。 EIは、学生の将来所得に

対する強気度、 RVは、危険回避度を表す。 ODは広島大学の学生であればO、小樽商科

大学の学生であれば1となるダミー変数。 Gにはロジット推計の場合には通常のロジット

関数、プロビット関数を用いた。

今回の分析でも、このモデルを用いるが、新たに説明変数として、学年と性別を加えた。

さらに、在学中、あるいは、卒業後に、留学するかどうかの推計では、留学経験の有無を

説明変数として加えた。

(2)　　P(SAi =11 El, RV, OD, Y, W)

=G(βo　+　βiEI+β　RV+β　OD+β4　Y+　β5　W)

但し、 Yは、在学年数、 Wは、女性を表すダミー変数。
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アンケート調査の分析

2004年11月下旬から12月上旬にかけて、小樽商科大学、広島大学、高知大学、横浜

国立大学、東京医科歯科大学において、学部学生を対象にして面接方式により、以下のア

ンケート調査を実施した。 (データ分析に必要な主要な質問のみ記載)

質問1.高校時代を含めて、あなたは、これまでに海外留学した経験がありますかo

質問2.あなたは、本学在学中に、海外留学しようと思いますか。

質問3.あなたは、大学卒業後、海外留学しようと思いますか。

質問4.大学卒業後、 40年間働くとして、あなたの平均年収はどのていどになると予想

していますか。万円単位でお答え下さい。

質問5. 0.001の確率で100万円がもらえる宝くじがあるとします。宝くじの価格がい

くらの時に、あなたは購入をあきらめますか。円単位でお答え下さい。

質問6.あなたは、 1000万円の価値のある家を所有しているとします　0.001の確率で

火災のために家が焼失するリスクがあるとします。 1年間の火災保険料をいく

ら支払うつもりがありますか。円単位でお答え下さい。

質問7.あなたの所属する大学・学部・学年、及び、性別について、お答え下さい。

総回答数908のうち、有効回答数は834であった。調査結果は、概要は以下のとおり

であった。

表1　総括表

( 1 ) 海外留学経験がある学生の数 8 4 人

(2 ) 在学 中に留学 しようと思う学生の数 179 人

(3 ) 卒業後、海外留学 したいと思 う学生の数 2 58 人

(4 ) 大学卒業後の平均年収予想 7,39 7,5 99 円

( 5 ) リス クプレミアム I の平均値 - 2 36 R

(6 ) リスクプ レミアム II の平均値 14 ,745 円

( 7 ) 学年 2.2 8 年

( 8 ) 女性の数 35 7 人
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(5)リスクプレミアムIの平均値の意味は、この母集団の中で平均的な学生は、期待値

1000円の宝くじに対して、 1,236円まで支払っても良いということである。また、

(6)リスクプレミアムIIの平均値は、予想損失10,000円の状況において、平均的な学

生は、 24,745円まで保険料を支払ってもよいということを意味している。どちらの場合

も、リスクプレミアムの額が大きいほど、危険回避度が高いことを意味している。

次に、このデータを用いて、 (1)式に基づく推計結果を報告する。推計値の下のカッ

コ内の数字は、いずれも、 t値を示す。

表2-1推計結果(在学中の留学希望:危険回避度I・広島大学ダミーの場合)
独 立 変 数 ロ ジ ツ ト . モ デ ル プ ロ ビ ッ トモ デ ル

留 学 経 験

期 待 所 得

危 険 回 避 度

・_,: !}蝣

性 別

広 島 大 ダ ミー

定 数 項

N u m b e r o f O b s e rv a tio n s

F r a c tio n o f C o rre c t

P r e d ic tio n

1 .4 5 2 0 .8 5 6

(5 .5 6 5 ) (5 .5 6 3 )

0 .6 8 8 0 .4 0 2

(4 .5 1 3 ) (4 .4 9 9 )

-0 .1 0 4 ー0 .0 4 5

-0 .5 3 9 ) (-0 .4 0 7 )

-0 .4 2 4 -0 .2 3 1

(-4 .8 4 5 ) (-4 .7 7 1 )

1 .2 1 3 0 .6 9 2

(6 .1 5 1 ) (6 .2 1 7 )

-0 .1 4 0 -0 .0 7 3

(-0 .6 1 3 ) (-0 .5 7 2 )

-5 .4 7 3 -3 .2 5 0

(-5 .3 9 4 ) (-5 .4 8 4 )

8 3 3 8 3 3

0 .7 8 9 0 .7 8 6

L o g L ik e lih o o d -3 8 0 .5 -3 8 0 .7

R 2 0 .1 3 5 0 .1 3 4
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表2-2　独立変数の変化が大学在学中に留学を希望する確率に与える影響I

ロジツ ト . モデル プ ロビッ ト . モデル

留学経験 -0.7 986 0 .2 18 7

期 待所得 0 .2 119 0.10 2 7

危 険回避度 0 .0 152 -0 .0 114

学 年 -0 .0 6 19 -0 .0 59 1

性 別 0 .176 9 0 .176 8

広 島大ダ ミー 0 .0 20 4 0 .0 18 7

定 数項 -0 .79 86 0 .8 30 7

表3-1推計結果(在学中の留学希望:危険回避度II・小樽商大ダミーの場合)
独 立 変 数 ロ ジ ツ ト . モ デ ル プ ロ ビ ッ ト . モ デ ル

ffi 享 持 醗

期 待 所 得

危 険 回 避 度

・? 蝣%

性 別

小 樽 商 大 ダ ミー

定 数 項

N u m b e r o f O b se rv a tio n s

F r a ctio n o f C o r re ct

P r e d ic tio n

1 .4 5 4 0 .8 5 7 7

(5 .5 5 7 ) (5 .5 6 8 )

0 .6 9 3 0 .4 0 3 8

(4 .5 3 8 ) (4 .5 1 4 )

-0 .0 6 9 一0 .0 4 0 0

(-0 .2 3 0 0 ) (-0 .2 3 8 1)

-0 .4 5 3 -0 .2 4 7 0

(-5 .0 8 4 ) (-5 .0 3 9 )

1 .1 9 4 0 .6 8 2 1

(6 .0 8 4 ) (6 .1 3 6 )

0 .3 0 0 0 .1 5 8 8

(1 .2 2 6 ) (1 .1 3 0

5 .5 2 8 3 .2 6 2

( -5 .2 4 9 ) (-5 .3 4 0 )

8 3 3 8 3 3

0 .7 9 2 3 0 .7 8 7 5

L o g L ik e lih o o d -3 8 0 .1 ー3 8 0 .3

R 2 0 .1 3 6 1 0 .1 3 5 8
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表3 - 2　独立変数の変化が大学在学中に留学を希望する確率に与える影響II

ロ ジ ツ ト . モ デ ル プ ロ ビ ッ ト . モ デ ル
留 学 経 験 0 .2 119 0 .2 1 9 0

期 待 所得 0 .10 11 0 .1 0 3 1

危 険 回避 度 -0 .0 10 1 -0 .0 1 0 2

学年 0 .06 60 0 .0 6 3 0

性 別 0 .174 0 0 .1 7 4 2

小 樽 商 大 ダ ミー 0 .0 43 8 0 .0 4 0 5

定数 項 -0 .8 05 6 0 .8 3 2 8

t値から、危険回避度に関するいずれのデータを用いた場合にも、学生が、危険回避者

であることは、在学中に留学する意思決定に影響を与えないことが発見された。学生のリ

スクに対する態度は、少なくともこの分折からは、留学するかどうかについては影響しな

いことがわかった。これに対して、期待所得は、留学の意思決定に対して正の影響を与え

ることが発見された。将来所得に対する自分自身の期待が高いほど、留学する可能性が高

いことが示された。この結果は、船津・堀田(2004)の結果と正反対であり、 2003年に

実施した結果に基づく推計は、サンプルサイズが200と小さいことから、バイアスがあっ

たと思われる。将来のキャリアに結びつき、所得が高くなると考える前向きな学生ほど、

大学在学中に、交換留学の制度を利用して、留学する可能性が高いというのは、留学実務

に携わるものの経験則にマッチしている。

学年が高くなるにしたがって、留学する確率が低くなるのは当然であろう。学生は、 1

年生、 2年生のうちから、将来設計をもって、在学中の留学計画を立てていると解釈でき

る。女性を1とした性別ダミーは、留学する確率に統計的に有意なプラスの影響を与えて

いることがわかる。これも、交換留学プログラムに参加する学生のうち女性の割合は高い

という経験則と一致している。

広島大学のダミーも小樽商科大学のダミー変数も、ともに、統計的には有意ではなかっ

た。特に、両大学の学生の留学に対する意思決定が、より一般的な学生のそれと異なって

いるとは言えないようである。
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留学生の国際移動パターン

日本の学生に対するアンケート調査からは、将来所得に対する期待が、留学するかど

うか意思決定に強い影響をあたえていることが、わかった。次に、国ごとの集計化された

データを用いて、留学生の国際間移動に、国民所得の水準が影響しているかどうかをグラ

ビティー・モデルを用いて分析してみよう。グラビティー・モデルは、オランダの経済学

者Tinbergenが、 1962年に出版された「世界経済の形成」の中で、欧州における地域経

済統合の分析のために用いて以来、財・サービスや観光客の移動などの分析に用いられて

きた。これを、留学生の国際間移動に用いるのは、この研究が初めてであろう。

Tinbergenは、 2国間の貿易量を規定する主たる要因は、輸出国の国民所得の規模、輸

入国の国民所得の規模、そして、 2国間の距離であると考えた。輸出国が豊かであれば、

それだけ生産能力が高く、輸出ができる。輸入国の所得が高ければ、より多くの消費が可

能で、輸入が増える。 2国間の距離が離れていれば、輸送費が高く、貿易は少なくなるだ

ろう。

留学生の国際間移動に、この考え方を当てはめてみると、留学生を送り出す国の所得が

高ければ、進学率も高く、留学する費用の負担も容易で、より多くの学生が留学するだろ

う。また、受入国の国民所得が高ければ、より充実した高等教育の提供が可能で、より多

くの学生が海外から集まるであろう.そして、国と国との距離が離れているほど、旅費が

高くなるので、留学生の移動は小さくなるであろう。

以上のような考えに基づいて、留学生の国際間移動に関して対数変換を施したグラビテ

ィーモデルを、以下のように定式化する。

(3) ISM =A+bilogGDPi+b2logGDPj十b3Dij+ 」

但し、 ISMuは、 i国からj国-の留学生数　GDPiは、 i国の国内総生産、 GDPjは、

j国の国内総生産　Dyは、二国間の距離を表す。 Eは、撹乱項。

推計に用いる留学生数のデータは、 UNESCO Ye∋arbookの発刊が中止となったために、

UNESCO統計研究所から提供してもらった2000年の二国間留学生移動データを用いる。

GDPは、国際連合の統計データベースに記載されている2000年の各国のGDPデータを

用いる。距離は、各国の首都間の距離を用いる。計算には、オンラインソフトを用いた。
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Tinbergenが、貿易自由化による欧州の経済統合の効果を分析したように、切片に欧州

連合加盟国(EU)およびアジア太平洋経済協力(APEC)加盟国に関するダミーを用い

て、域内における留学生交流の成果があったのかどうかを検証する　APECダミーが統計

的に有意であれば、域内交流の成果はあったという仮説を受け入れ、ダミー変数が有意で

なければ、仮説を棄却する。

通常の最小二乗法を用いた推計結果は、以下のとおりである。

表4　留学生の2国間国際移動に関する推計

説 明変数 推 定値 t 値

派遣 国の国民所得 47 .5 1 8 .75 2

受 入 国の国民所得 10 2.8 17 .3 0

距 離 -8 7 .0 6 -5 .6 14

A P E C ダ ミー 12 78 .6 15.02

E U ダ ミー 183 .8 3 .0 29

切 片 -2 787 .1 -ll.75

サンプル数10,427　従属変数の平均値146.5調整済決定係数　0.0711

2000年の世界における二国間の留学生の移動数は、平均146.5人であった。すべての説

明変数は、 1%の有意水準においても、留学生数に対して影響がないという仮説を棄却で

きる。推計結果は、派遣国の国民所得が1%増加すると、留学生数は、 47.51人増加する

ことを示しており、同様に、受入れ国の国民所得の1%の増加は、留学生数を102.8人増

加させることがわかる。その一方で、距離が1%離れると、留学生数は、約87人減少す

ることがわかる。

APECの国々に係る留学生交流は、世界の平均と比べて、抜きん出て、留学生の移動数

が高いことがわかる。 EUよりも高く、 APECを通じた留学生交流は、大きな成果をあげ

ていると言える。

以上のような計量経済学的な分析を背景として、日本の留学生政策を振り返り、今後を

展望してみよう。
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留学生受入れ10万人計画と80年代支援体制の確立

1960年代に入り日本は高度成長期を迎え、その発展は80年代に入り留学生の急激な増

加を迎えた。 (文部省、 1985年) 1982年に中曽根康弘が総理大臣になると日本の高度成

長に伴い、今後の発展を確固たるものにするため、教育改革を推進した。また、その~環

として、先進国入りした日本の経済力に見合った留学生の受入れの必要性を訴え、新たな

る留学生政策を検討するために1983年6月に「21世紀-の留学生政策懇談会」を設け、

同年8月に「21世紀-の留学生政策に関する提言」 (以下、 「留学生受入れ10万人計

軌)がまとめられた。この提言の最重要政策は、 2000年までに日本の高等教育に在籍す

る留学生数を当時のフランス並みの10万人にするというスローガンであり、それに基づ

いて、その後、政府の多様な支援政策が実施された。しかし、この提言は、 1983年の時点

ではまだ10,428人しかいなかった留学生を毎年14.4%の割合で増加させようという-大構

想であり、また、 10万人のうち9割を私費留学生の拡大に期待したものであった。その構

想の根拠となったのは、アメリカやその他の先進国では、私費留学生の割合が圧倒的に多

いのに対し、日本に来ている留学生は、約2割の学生が国費留学生であり、私費留学生の

増加が低迷しているのは、日本の高等教育の環境が必ずしも私費留学生に取って魅力のあ

るものでないからだという判断であった。そして、この「留学生受入れ10万人計画」を

実現するために、いくつかの具体的な教育改革並びに支援体制の確立が必須条件であると

提唱した。具体的には、国内外の留学生奨学金制度の拡充、留学生のための日本語教育の

充実、私費留学生を多く抱える私立大学-の支援、留学生の教育指導体制の充実、留学生

宿舎の整備等の課題が当面の施策として指摘されている。こうした提言に基づき、各種の

方策が実施され、その後、日本の留学生受入数は、徐々に増加していった。

80年代後半は、日本の経済成長もバブル成長期を迎え、また、留学生に対する日本教育

機関の増加や私立大学の積極的な受入れに伴い、私費留学生数は急増した。しかし、そう

した留学生の受入れ体制の整備は、増え続ける私費留学生の生活面-の支援にまでは及ば

ず、留学生の不法就労問題や学費を貯めるために節約して餓死する留学生のニュースなど

がマスコミに取り上げられ、 1987年に日本政府は大掛かりな支援体制を検討し始めた。そ

して、 1988年には、自民党内において、 「留学生政策を考える懇談会」を設け、予算が毎

年10%近くの割合で拡大していたODA (政府開発援助)予算の一部を、留学生の大多数

であるアジアの途上国からの留学生の支援に活用しようという政策案が打ち出された。

(Hotta, 1991: 485-486)そして、すでに拡大していた国費留学生制度に加え、留学生の授

業料を3割免除する授業料減免制度や私費留学生に対する生活補助として月額、学部生4
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万6千円、大学院生6万7千万円を支給する「学習奨励金」の支給枠を大幅に拡大してい

ったo学習奨励金は、 1987年に約250名弱程度の留学生に対し支給されていたが、 ODA

の割り当てにより、 1988年には倍増し、 1990年には、 500名から3700名にまで拡大され

たoそして、現在は11000人程度の私費留学生が学習奨励金を給付されている。 (文部科

学省2004年‥ 26)こうした私費留学生に対する財政的援助政策が実施され、 90年代前半ま

で日本の留学生受入数は、確実に増加していった1985年に15,009人であったのが、

1990年には41,347人になり、 95年には53,847人にまで増えていった。 (中央教育審議会、

2003:30)

90年代の世界の留学生獲得合戦と国立大学の短期交換留学制度の発展

80年代の高度経済成長とoDA予算を活用した在日留学生に対する政府資金援助は、日

本の留学生数を確実に増加させていった。しかし、 1991年に日本経済のバブル成長期は崩

壊し、日本の経済力は、急激に衰退していった。また、アジア諸国の経済成長も1997年

には、通貨価値が急激に下落し、多くのアジア諸国は、経済的に大きなダメージを受けた。

さらに、もう1つの重要な流れとして、イギリスとオーストラリアが90年代に入り、世

界の留学生の獲得戦略を積極的に展開し多くの留学生が両国-行った1979年以降、オー

ストラリアとイギリスの高等教育は、大学の独立行政法人化に伴い、政府からの交付金が

大幅に減少し始め、運営資金獲得の多様化を迫られた。その1つの重要な資金源として、

80年代当初には、両国は海外からの留学生に対し、授業料全学負担制度を導入し、留学生

の受入れを積極的に推進していった。 (江捌、 1997: 103&108-110)そして、イギリス、

オーストラリアの教育課程は、同じ英語圏であるアメリカに比べ、就学期間が短く、留学

生にとっては、財政的にも魅力的なものであったため、多くの学生が両国-留学した。

1980年から1999年の間にアメリカが63.5%の増加を遂げたのに対し、イギリスは263%、

オーストラリアにおいては実に1041%もの増加を遂げた(Welch,2002 :442)

上記の日本の経済成長の繁りとアジア通貨価値の下落、そしてイギリスとオーストラリ

アの留学生獲得合戦が多様に影響し合い、日本の留学生数は1995年の53,847名をピーク

に減少し始めた。しかし、こうした状況に対し、文部科学省は1つの対応策として、 1995

年より国立大学による短期交換留学制度を推進した。 (文部科学省2004年: 36)また、同

年、短期交換留学推進奨励制度が開始され、 2000年からは新たにコンソーシアム型学生交

流に対する奨学金、 UMAP活動対象の留学生に対する奨学金、そしてインターンシップに

参加する留学生に対する奨学金等、その資金的援助を拡大していった。そうした支援を受
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けて2003年には、短期交換留学生数は、 6750人にまで増加した。こうした日本の努力に

加え、 90年代は、中国経済が著しく成長したため、 90年代後半は、中国からの留学生が

激増した。そうした状況から、日本の留学生受入れは、 1997-8年以降、再度、急激に増加

し続け、 2003年5月には、 109,508人に達し、 1983年に中曽根内閣が策定した所謂「留学

生受入れ10万人計画」が達成された。 (中央教育審議会、 2003a)

世界の短期交換留学活動を促進した2つの動き

世界のおける留学生受入れ政策にイギリス・オーストラリアが展開した教育市場におけ

る留学生獲得合戦という考え方とは、別の発想で世界の留学生教育の発展を促進させよう

とする2つの活動が、 80年代後半から90年代初頭にヨーロッパ地域と環太平洋地域で起

きたoその1つは、 1987年より欧州委員会(European Commission)の支援により発展し

ていったERASMUS (The European Community Action Scheme for the Mobility of University

Students)というヨーロッパの大学間学生交流活動であり、もう1つは、 1991年より

ERASMUSを模範とした環太平洋諸国間の学生交流の促進を謳ったUMAP (University

MobilityinAsiaandPacific)事業であるO　これら2つの活動は、それまでの授業料を払って

入学し、学位取得を目的とする留学生に対する対応とは異なり、授業料不徴収を原則とす

る教育交流の観点から促進された学生交流活動である。特にUMAP活動は、日本の留学

生政策に直的影響した活動と言えよう　UMAPは、 1991年にオーストラリア政府の協力

のもと豪州大学長協会(Australian Vice-Chancellors Committee,以下AVCC)がアジア・環

太平洋地域の教育交流の促進を目指し、同年4月と9月に日本、韓国、台湾、香港の大学

代表者を招き、国際委員会発足のための会議を開催したことから始まった　(UMAP、

2003 : 1-2)その後、定例会が毎年開催され、 1998年の第6回UMAP総会において、以下

のことが可決された。

1) UMAP憲章の採択
2)日本でのUMAP国際事務局の設置
3 )国際事務局を包括する国際理事会の設置
4) UMAP単位互換スキームの試行

その後、日本政府並びにその他の代表は、積極的にUMAP活動を支援し続け、 「UMAP

留学生支援信託基金」の設立や、 「UMAPリーダースプログラム」 (夏季集中留学プログ

ラム)を実施した。また、日本の支援信託基金より途上国から留学する学生に対して2002

年にはUMAP奨学金の支給も開始された　2003年5月の時点で、加盟国は19カ国であり、
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UMAP国際事務局は日本が担当している。 UMAP日本国内委員会は、文部科学省、国公私

立大学のそれぞれの団体の代表並びに国公私立大学の学長代表によって構成されている。

また、 UMAPは、交換留学の単位互換がより敏速、且つ公平に行われるようヨーロッパ地

域で実施されているECTS (European Credit Transfer Scheme)をモデルにUCTS (UMAP

Credit Transfer Scheme)を開発し、その活用を促進してきた　2000年からその利用拡大の

ため、各国で大学関係者を対象に説明会、ワークショップ等を実施すると共にUMAP協

定で留学する受入れ・派遣留学生に対し、文部科学省は、奨学金を提供してきた。そして、

2003年には、国公私立合計33大学がUCTSを活用して短期交換留学を実施した。 (中

央教育審議会、 2003b)

10万人留学生達成と今後の派遣留学政策

「留学生受入れ10万人計画」の実現と共に2003年12月16日に中央教育審議会は、 「新

たな留学家政策の展開について-留学生交流の拡大と質の向上を目指して-」と題し、今

後の留学生政策について答申を発表した。 (中央教育審議会、 2003a)その中で、 2003年5

月に受入れ留学生数が109,205人に達したことを報告し、今後の方針として、受入れ留学

生の更なる増加を予測し、それに対する高等教育の質の向上と今まで必ずしも重要視され

てこなかった日本からの派遣留学生-の支援政策を打ち出している。そして、 16年度予算

では、文部科学省は、派遣留学生拡大に向け、長期留学生派遣制度として100名分の奨学

金を設け、短期派遣留学生に対しても、 15年度の585人に対する奨学金を16年度は、 50

人増の635名に増加させた。さらに、新規事業として、海外留学支援を目的に奨学金貸与

制度(有利子)も設置し、 1000人の海外留学を目指す日本人学生に融資した。 (文部科学

省、 2004:43-44)以上のように、今後、日本人学生の海外留学に対する支援体制は、

徐々に充実していくことが予測できる。今回の調査結果においても、将来、高収入を期待

する日本人学生ほど海外留学を1つの自己形成に対する投資であることを認識し、また、

アジアにおける留学交流の効果は、欧州のそれに比べると高いことが判明したので、今後

の文部科学省の派遣留学支援政策は、現在の学生のニーズとかみ合い、派遣留学の拡大が

期待できる。
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